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一 新 燃 料 油 の 将 来 一

開催のご案内

(財)エ ネルギー総合工学研 究所 では,昨 年,「 ロー カルエ ネル ギ

ー の開発」 を主 題に して
,第1回 の研 究成果報告 会 を開催 いた しま

したが,多 数 の方々の ご参加 をいただ き,厚 くお礼 申し上 げ ます。

本年 は,石 炭 の液化,ガ ス化,メ タノール,エ タノー ルな ど 「新

燃料油の将来」 をメインテーマ に して,第2回 エネル ギー総合工 学

シ ンポジウム(研 究成果報告 会)を 下 記に よ り開催 い たします 。

詳細は のちほ どお知 らせ しますが,お 誘 い合 わせ ご来席 くだ さい

ます よ うご案 内 申 しあげ ます。(一 般 来聴歓迎,無 料)

と き 昭和57年7月23日(金)1330～1730

と ろ 日本 工業倶楽 部2階 大会 議室 〔定 員220名 〕

(東 京都 千代 田区丸の内1-4-6)

〔満 貝 の節 は ご容赦下 さい〕

問合せ先:(財)エ ネルギー総合工学研究所 調査部TEL:(03)431-8822



原子 力発電 の研 究開発

監事 欄 西電力株式会社専務取締役 飯 田 孝 三

戦後 の 日本 の電気事 業は,過 去30年 間に系統規模 が約15倍 に増大す るとい う発展

を示 し,こ れに対応す るために広範囲にわたる技術革新 を行 なって きたが,電 源開

発 も昭和20年 代の水 力主体か ら昭和30～40年 代には大容量火力へ と移 り,さ らに,

今 日,原 子力発電がべ一ス供給力 として積極的に開発 されつつ ある。

わが国の原子力発電 はイギ リス及びアメ リカか らのプ ラン ト購入か ら始 まった。

導入技術 に依 存 し,技 術的諸デー タが不足 していたため,い ったん事故が発生す る

と,国 内で的確 な対策 を講ず ることができず,事 故の解 明等に長 い期 間を要 し,稼

動率の大幅 な低下 を招 いた。

原子力発電プラン トにおいては,従 来の火力プラン トでは大 きな問題にならない,

ささいな トラブルに も根本的な対策が必要で,こ れには化学,冶 金,溶 接,材 料な

ど多岐にわたる分野の鼓 術 と経験 を結集 した総合的な技術 力が必要である。

これ らの トラブルに対 してぼ う大 な研究費 を投 じ,官 民あげての努力によ り,基

礎的な解明が進む とともに,原 子力発電に関する自主技術 も蓄積 され,発 電プラン

トに関す る限 り,ほ ぼ100%自 主技術が育 ち,軽 水炉技術 もようや くわが国に定着

して きたといえる。

しか し,原 子力エネルギーの安定的供給 に不可欠な核燃料サ イクルにかかわる濃

縮,再 処理等の技術は,今,よ うや く確立 されつつある段階 であるが,原 子力のパ

ブ リック ・ア クセプタンスに大切 な廃棄物処理処分に関す る技術は今後の最 も重要

な課題 となってい る。

資源 に乏 しいわが国に とって,原 子力はほ とん ど100%国 産で,か つ,技 術集約

型のエネル ギーであ り,国 のエネルギーの安全保障に も資する所が大 きい。

原子 力開発 のため には,国 のあらゆる分野の協 力が必要であ り,当 研 究所は原子

力の核燃料サ イクルに関す る研究 を数 多 く分担 しているが,以 上の理由か らも,今

後の成果 に期待 している。(い いだ こうぞう)
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一 一 辮欄 一 一 講罫一

昭和57年 度予算におけ る

エネルギー研究開発の概要

井 上 市 郎

醐

1.総 合的なXネ ルギー研究開発の推進

我が国は,自 由世界第2位 のエネルギー消

費国であるに もかかわらず,石 油をはじめ と

するエネルギー資源に乏 しく,エ ネルギー源

の8割 以上を海外からの輸入に依存す るとい

う脆弱なエネルギー供給構造 を有 している。

このような我が国のエネルギー事情及び依

然 として不安定な中東地域 を中心 とす る国際

情勢を考 えると,我 が国が将来にわたり,安

定 した経済成長の維持 と国民生活の向上 を実

現するためには,省 エネルギーの徹底 を含む

多様なエネルギーの研究開発 を進め,エ ネル

ギー 自給率の向上に努めるとともに,エ ネル

ギー安定供給の確保 を図ることが とりわけ重

要である。

政府は,エ ネルギー研究開発を総合的に進

めるため,昭 和53年 に 「エネルギー研究開発

基本計画」を策定 し,こ れを毎年改定す るこ

とによって,21世 紀までを展望 し今後おおむ

ね10年 間に推進すべ きエネルギーの研究開発

の見直しを行っている。また,と くに重要 な

開発テーマは,政 府が中心 となって推進する

プロジェク トに指定し,各 省庁が協力して,

研究開発を進めている。表1に,原 子力,化

石エネルギー,自 然エネルギー,エ ネルギー

鱒

表1わ が国のエネルギー研究開発基本計画

のプロジェクト

(イ)原 子力開発

ウランの製造及び転換
遠心分離法によるウラン濃縮

使用済燃料再処理
放射性廃棄物の処理処分
プルトニウムの加工及び取扱い

工学的安全研究

新型転換炉

高速増殖炉
多昌的高温ガス炉

10.核 融
11.原 子 力 船

12.環 境放射能安全研究

(ロ)化 石 エネル ギー 開発

科技庁,文 部省
運輸省

科 技 庁

石炭のガス化技術
石炭の液化技術

海底石油生産システム

の 自然エネルギーの開発

地熱エ ネル ギー技術

太陽光及び熱発電 システム

太陽冷暖房 ・給湯 システム

海洋エ ネル ギー 技術

風力エネル ギー技術
バ イオマ ス利用 技術

科技庁,通 産省

科技庁,通 産省

農水省

←〉 エネルギー有効利用技術の開発

電磁流体(MHD)発 電

水素エネルギー技術
高温還元ガス利用による直接

製鉄(原 子力製鉄)
資源再生利用技術システム

廃熱利用技術システム
農林水産業における自然エネ
ルギーの有効利用技術

高効率ガスタービン

新型電池電力貯蔵システム

有効利用に関する研究開発プロジェクトを示す。
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表2昭 和57年 度 のエネルee'一一一一研 究開発関連 経費

(単位:億 円)

項 目 57年 度予算(56年 度予算) 備 考

1.エ ネルギー対策予算中の研究開発関連経費 3,404(3,327)
一般会計 1,764(1,768)
「エネルギー対策費」中の研究開発関連経費 1,764(1,768) 科技庁,外 務省

特別会計 1,640(1,559) 通産省

冊(1)「石炭並びに石油及び石油代替
エネルギー対策特別

幽
502(523)

会計」中の研究開発関連経費

(イ)石炭勘 定

[(ロ)石油及び石油代替エネルギー勘定

6(6)

[496(516)
通産省,労 働省

①石油対策

[②石油代替エネルギー対策

204(172)

[292(345)
通産省

通産省

(2)電源開発促進対策特別会計中の研究開発関連経費 972(887)

(イ)電源 立地 勘 定

[(ロ)電源多様化勘定

42(45)

[930(842)
科技庁,通 産省

科技庁,通 産省

.(3)国立学校特別会計 .167(149) 文部省

2。 エ ネルギー対策関連予算中のエネルギー研究開発関連経費 168(156)
一般会計 168(156)

(1)科学技術振興費中のエネルギー研究開発関連経費 168(156) 6省 庁

合 計 3,571(3,483) 2.5%増

表3昭 和57年 度の省庁別エネルギー研究開発関連経費
(単位:億 円)

省 庁 56年 度予算 57年 度予算 備 考

科学技術庁 2,313 2,391 原 子 力,バ イオ マ ス,海 洋 エ ネル ギー等

環 境 庁 1 3 国立機関公害防止等試験研究

外 務 省 21 22 IAEA分 担及び拠出金

大 蔵 省 0 0.05

文 部 省 171 189 核 融合,新 エ ネ ル ギー ・省エ ネル ギ ー研 究 等

農林水産省 12 12 グ リー ン エナ ジー計 画,バ イ オマ ス 変換 計 画 等

通商産業省 963 954 サ ン シャ イ ン計 画,ム ー ンラ イ ト計 画,大 型 プ ロ ジ ェ ク ト等

運 輸 省 1 1 省エネルギー,代 替エネルギー村策の研究

合 計 3,483 3,571 2。5%増

以下に同基本計画に準 じて,昭 和57年 度予

算にみるエネルギー研究開発を概説す る。

2.我 が国の昭和57年 度エネルギー研究

開発関連経費

昭和57年 度予算におけるエネルギー研究開

発関連経費の総額は表2に 示すように3,571

億円で,前 年度予算3,483億 円に対 し2.5%

増である。その内訳はエネルギー対策予算

(一般会計:エ ネルギー対策費,特 別会計:

石炭並びに石油及び石油代替エネルギー対策

特別会計,電 源開発促進対策特別会計,国 立

学校特別会計中エネルギー対策費)中 の研究

開発関連経費3,404億 円(前 年度3,327億 円),

エネルギー対策関連予算(一 般会計:科 学技

術振興費)中 のそれが168億 円(前 年度156

3



億円)と なっている。

エネルギー研究開発関連経費を各省庁別に

みれば,表3の ようになる。科学技術庁にお

いては,原 子力(動 力炉の開発,核 燃料サイ

クルの確立,核 融合の研究開発等),新 エネル

ギー(バ イオマス),波 力発電等省エネルギー

一関連等の研究開発に2 ,391億 円,環 境庁に

おいては,国 立試験研究機関における石炭関

係の公害防止等の試験研究に3億 円,外 務省

においては原子力の平和利用 を積極的に促進

し,援 助するため,国 際原子力機関(王AE

A)に 対する分担金及び拠出金22億 円,大 蔵

省は醸造における資源の有効利用 と省エネル

ギーに関する研究に5百 万円,文 部省は核融

合,原 子力,新 エネルギー ・省エネルギーの

研究関係等に189億 円,農 林水産省はグリー

ンエナー ジ計画(農 林水産業における自然エ

ネルギーの効率的利用技術に関する総合研究),

バ イオマス変換計画(生 物 資源 の効率的利

用技術の開発に関する総合研究)等 に12億 円

を計上 している。通商産業省においてはサン

シャイン計画(太 陽エネルギー,地 熱エネル

ギー,石 炭エネルギー,水 素エネルギー等の

研究開発),ム ーンライ ト計画(汎 用スター リ

ングエンジン,MHD発 電,高 効率ガスター

ビン,新 型電池電力貯蔵 システム,燃 料電池

発電技術等の研究開発),大 型プロジェクト(

海底石油生産 システム)等 に954億 円,運 輸

省は船舶,自 動車の燃料に関する省エネルギ

ー対策の研究
,波 力エネルギー利用等の代替

エネルギー対策の研究に約1億 円を計上 して

いる。

3.科 学技術庁の昭和57年 度xネ ルギー

研究開発経費

昭和57年 度科学技術庁のエネルギー研究開

発経費の概要 を表4に 示す。エネルギー対策

費中の研究開発費はすべて原子力関係の研究

開発に使用されてお り,そ の内訳は一般会計

表4科 学技術庁の昭和57年 度エネルギー研究開発経費
(単位:百 万円)

項 目 56年度予算額 57年 度予算額 増 減 額

1.エ ネルギー対策費中の研究開発費 219,385 226,110 6,725

Q)一 般会計エネルギー対策費中の研究開発費 164,722 164,838 1ユ6

(2)電 源開発促進対策特鋼会計中の研究開発費 54,663 61,272 6,609

電 源 立 地 勘 定 4,487 4,192 △295

電 源 多 様 化 勘 定 50,176 57,080 6,904

2,そ の 他 11,878 13,021 1,143

(1)エ ネルギー(原 子力を除 く)に関する研究開発関連経費 1,608*) 1,659*) 51

(2)原 子力開発関連経費 10,270 11,362 1,092

合 計 231,263 239,131 7,865(3.4%増)

注)*)年 度開始後の実行予定額を含む。

エネルギー対策費1,648億38百 万円,電 源開

発促進対策特別会計中の研究開発費の科学技

術庁分 として612億72百 万円(こ の うち,電

源立地勘定41億92百 万円,電 源 多様化勘定570

億80百 万円)で ある。その他,新 エネルギー,

省エネルギー関連及び地域エネルギー等関連

経費 として16億59百 万円を,ま た原子力開発

関連経費 として113億62百 万円 を一般会計
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(科学技術振興費)に 計上している。

以上,科 学技術庁の原子力及び非原子力エ

ネルギー研究開発経費の総額は2,391億31百

万円とな り,前 年度予算2,312億63百 万円に

比較 し3.4%増 となっている。なお科学技術

庁の昭和57年 度エネルギー関係予算は2,446

億97百 万円である。

以下で,原 子力と非原子力エネルギーに分

野を大別し,す こし立入ってその内訳の概要

を示すことにす る。(表5参 照)

3.1原 子 力

最 も有望かつ現実的な石油代替エネルギー

である原子力の研究開発利用に関 しては,こ

れを強力に推進す るため,一 般会計及び特別

会計に次のような予算を計上 し,安 全性の確

保に万全 を期 し,原 子力に対する国民の理解

と協力を得られる開発利用を図っている。

1)一 般会計

一般会計分 として1 ,762億 円を計上 してお

り,こ れは一般会計エネルギー対策費1,648

億38百 万円と原子力開発関連経費(科 学技術

振興費)113億62百 万円を加えたものである。

以下その内容について表5に 沿って施策別に

説明する。

まず,「 原子力安全規制行政及び環境安全

対策」は,原 子力安全委貝会の運営,放 射能

測定調査研究などに必要な経費 として21億31

百万円を計上 している。 「動力炉 ・核燃料開

発事業団jに 必要 な経費として,一 般会計に

726億75百 万円を計上 しているが,後 述する

ように電源開発促進対策特別会計において も,

各種事業を実施 してお り,特 別会計の計上分

も加えた同事業団の予算は1,264億8!百 万円

となっている。一般会計分の内容は,同 事業

団における高速増殖実験炉 「常陽」の運転な

ど新型動力炉の研究開発を進め るとともにウ

ラン資源の海外調査探鉱 ウラン濃縮パイロ

ットプラン トの建設等核燃料サイクルの確立

のための研究を実施するための経費である。

「日本原子力研究所」においては,原 子炉

施設の安全性及び環境安全に関す る試験研究

をは じめ,臨 界プラズマ試験装置の建設など

核融合の研究開発及び多目的高温ガス炉に関

す る研究開発等を行 うため,必 要な経費 とし

て846億1百 万円 を計上 している。 さ らに

ヂ日本原子力船研究開発事業団」においては,

原子力船 「むつ」の新定係港の整備のほか,

改良舶用炉の研究開発等 を行 うための経費 と

して71億97百 万円を計上 している。 また 「放

射線医学総合研究所」における試験研究及び

関連研究施設の整備等に必要な経費として58

億51百 万円,「 国立試験研究機関の試験研究」

として17億64百 万円,「 理化学研究所におけ

る原子力研究」のための経費 として12億21百

万円をそれぞれ計上 している。

2)特 別会計

電源開発促進対策特別会計中の研究開発費

のうち,電 源立地勘定(研 究開発費のみ)に

おいては41億92百 万円を計上 している。これ

は電源立地対策費のうちの原子力発電安全対

策等委託費であり,原 子力施設の安全性に関

する各種実証試験 を実施するための経費であ

る。

電源 多様化=勘定中の研究開発費は570億80

百万円である。これは 「動力炉 ・核燃料開発

事業団」における高速増殖原型炉 「もんじゅ」

の建設等新型動力炉の開発,東 海再処理施設

の運転等使用済燃料再処理技術の開発及び原

型プラン トの調整設計等ウラン濃縮技術の開

発に必要な経費 として538億6百 万円を計上
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したほか,「 その他」 として,廃 炉技術の開

発,及 び新たに開始する放射性廃棄物の処理

技術開発,原 子力施設の従事者の被ばく低減化

技術の開発を含む各種研究開発 を推進するた

めの経費として32億74百 万円を計上 している。

以上,電 源立地勘定分 と電源 多様化勘定分

の研究開発費を合せた電源開発促進対策特別

会計中の研究開発予算は612億72百 万円 とな

り,こ れに一般会計計上分1,762億 円を合わ

表5

せ た原子力関係 の研 究開発 経費の総額 は2,374

億72百 万 円 とな り,こ れ を前年 度の予算額 と

比較 す る と,78億17百 万 円の増額(3.3%増)

とな って いる。

3.2原 子力以外の瓢ネルギー

科学 技術庁 では,上 記原子力以外 のエネル

ギーの研 究開発の推進 のために57年 度16億59

百 万 円 を計上 してい る(表5)。

こ の うち,新 エネル ギー の研 究開発 として

科学技術庁の昭和57年 度エネルギー研究開発経費の内訳
(単位:百 万円)

項 目 56年 度予算額 57年 度予算案 備 考

1原 子力研究開発利用の推進 229,655 237,472

1.一 般 会 計 174,992 176,200

(1)原 子力安全規制行政及び環境

安全対策
2,187 2,131

原子力安全委員会

放射能廃棄物処理処分対策

放射能測定調査研究

保障措置,核 物質防護対策等

(2)動 力炉 ・核燃料開発事業団 78,032 72,675 動力炉の開発

ウラン資源の海外調査探鉱

ウラン濃縮技術の開発等

(3)B本 原子力研究所 79,422 84,601 安全性の研究

核融合の研究開発

多目的高温ガス炉の研究等

(4)日 本原子力船研究開発事業団 6,856 7,197 原子力船 「むつ」の新定係港の整備

(5)放 射線医学総合研究所 5,039 5,851 内部被ば く実験棟の建設

低レベル放射線影響研究等

⑥ 国立試験研究機関の試験研究 1,738 1,764 各省庁原子力試験研究費一括計上

(7)理 化学研究所の原子力研究 927 1,221 重イオン加速器の建設等

(8)そ の他 791 760 原子力委員会

原子力平和利用研究の委託等

2.電 源開発促進対策特別会計中の 54,663 61,272

研究開発費

(1)電 源立地勘定 4,487 4,192

電源立地対策費 4,487 4192

うち原子力発電安全対策等 4,487 4,192 大型再冠水効果実証試験等8課 題
委託費 再処理施設の耐震安全性実証試験

再処理施設の環境放射能総合調査
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項 目 56年 度予算額 57年 度予算案 備 考

(2)電 源多様化勘定 50,176 57,080

① 動力炉 ・核燃料開発事業団 47,870 53,806

(イ)新 型動力炉の開発 23,440 24,233 高速増殖炉 「もんじゅ」の建設

新型転換炉実証炉に関する研究開発

新型転換炉 「ふげん」の運転等

(ロ)使 用済燃料再処理技術の 18,878 24,080 再処理技術開発
開発 高レベル放射性廃棄物処理処分技術開

発

再処理施設の整備

硝酸プル トニウム転換施設の建設等

の ウラン濃縮技術の開発 5,552 5,493 原型プラントの設計

遠心分離機の性能向上等の研究開発等

② そ の 他 2,306 3,274 化学法ウラン濃縮技術開発の助成

廃炉技術開発委託

放射性廃棄物処理技術開発の助成

被ばく低減化技術開発委託等

Hエ ネルギー(原 子力を除く)に 関 1,608 1,659

する研究開発の推進

1.新 エ ネ ル ギー 研 究 開 発 268 198

(1)バ イオマ ス研 究 開 発 213 143 太陽光エネルギーの生物的 ・化学的変

換等

(2)海 洋エネルギー利用研究開発 56 56 波力発電に関する開発

黒潮エネルギー基礎調査

2.省 エネルギー等研究開発 ユ,263 i,378

(1)エ ネルギー関連材料の研究 341 404 金属材料技術研究所特別研究
(超電導材料,セ ラミックス粒子分散

強化型高性能複合材料)

無機材質研究所特別研究

(超 高温 耐 熱 セ ラ ミッ クス,チ タ ン酸

カリウム繊維)

(2)エ ネ ル ギー 貯 蔵 6 5 エネルギー貯蔵に関する調査

(3)エ ネルギー関連研究開発の実 9ユ6 969 新技術開発事業団による開発費(予定)

用化促進 (予定額) (予定額) の うち エ ネル ギー 関 連 テ ー マ(ア モ ル

ファス総合研究,プ ラスチックのガス

化技術等)

3.地 域エネルギー総合利用実証調 77 82 地域エネルギー総合利用実証調査等

査等

合 計 231,263 239,131 3.4%増

7



1億98百 万円を計上 してお り,こ れは,理 化

学研究所における太陽光エネルギー変換技術

などバイオマ スの調査 ・研究及び海洋科学技

術センターにおける波力発電に関する研究開

発など,海 洋エネルギー利用研究開発を実施

す るためのものである。

次に,省 エネルギー等研究開発の推進に!3

億78百 万円を計上 している。 この内訳は,金

属材料技術研究所における超電導材料,セ ラ

ミックス粒子分散強化型高性能複合材料の研

究,無 機材質研究所における超高温耐熱セラ

ミックス材料,チ タン酸カ リウム繊維の研究

等エネルギー関連材料の研究開発に4億4百

万円,資 源調査所のエネルギー貯蔵に関する

調査に5百 万円,新 技術開発事業団における

アモルファス材料の電力 トランスへの利用,

プラスチックのガス化技術に関する研究開発

な どエネルギー関連研究開発の実用化 を図る

ための経費9億69百 万円 を予定 している。

また,自 然エネルギーの卓越 している地域

において,そ の地域に最適な組合せ地域エネ

ルギー利用システムを設置して実証調査を行

い,地 域エネルギー利用の指針を明らかにす

る地域エネルギー総合利用実証調査等に82百

万円を計上 している。

4.お わ り に

以上,昭 和57年 度予算にみる我が国のエネ

ルギー研究開発の概要及び科学技術庁におけ

る昭和57年 度のエネルギー研究開発の要点に

ついて記述 した。

昨年来の世界的な景気の停滞,官 民挙げて

の省エネルギー努力の結果,エ ネルギー問題

は現在一時的な小康 を保っているように思わ

れる。しか しながら,エ ネルギー源の大部分

を海外に依存す る我が国のエネルギー供給構

造の脆弱性は基本的には変わっていない。現

在のように国際的に石油の需給が緩和 し,原

油価格が比較的安定 している時期こそ,原 子

力をは じめ とする石油代替エネルギーの開発

利用,省 エネルギーのための研究開発を積極

的に推進 し,中 長期的な見地か ら我が国のエ

ネルギー供給構造の改善 を総合的に図る好機

といえる。 この意味で昭和57年 度のエネルギ

ー研究開発は,と くに目新 しい トピックスは

ないが,政 府が定めた 「エネルギー研究開発

基本計画」に沿った着実な成果が期待 できる。

(いのうえ いちろ う 科学技術庁計画局

資源課長)

}斐
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昭和57年 度予算にみる通商産業省の

エネルギー技術開発の重点

土 井 哲
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τ.総 合エネルギー政策の考 え方

(1)エ ネルギーは経済社会及び国民生活の維

持 ・発展のための最 も基本的な要素であ り,

我が国が今後 とも順調に経済発展を遂げ,

国民福祉を向上 させてい くためには,エ ネ

ルギーの安定供給を確保することが最 も重

要な政策課題である。 とりわけ,エ ネルギ

ーの大宗を輸入に依存す る反面,世 界有数

のエネルギー消費国である我が国にとって

は,経 済安全保障の観点からもエネルギー

問題への適切な対応が不可欠である。

(2)一 方,最 近の国際石油情勢については,

石油需給は緩和 し,石 油価格も安定的に推

移 しているものの,我 が国石油輸入の7割

強を依存する中東地域の政治情勢は依然流

動的であるとともに,中 長期的には,開 発途

上国を中心 とする石油需要の増加圧力や産油

国の資源温存政策の高 まり等により,国 際

石油需給は趨勢的には逼迫化の方向に向か

うことが避けられないものと予測 されてい

る。

また,国 内的には,石 油需要の減少等に

よる石油産業の困難な経営状況,石 油等の

エネルギーの高価格化による産業経済への

影響の顕在化 といった問題が生 じてきてい

る。

(3)こ のような状況 を踏まえ,ま ず,今 後 と

もエネルギー供給の大宗を占め る石油につ

いて,安 定供給基盤の確立を図ることが肝

要 であり,こ のため,石 油の安定供給体制

の整備,石 油開発の推進及び石油備蓄の増

強を着実に進めてい く必要がある。また,

石油需給が安定 している今 日こそ,過 度に

石油に依存した産業経済か らの脱却を図る

ための長期的視野に立った計画的な政策展

開が求められており,こ のため,原 子力,

石炭,LNG等 の石油代替エネルギーの開

発 ・導入及び省エネルギ～を強力に推進 し

ていくことが必要である。更に,着 実に増

大する電力需要に対癒するため,安 全性の

確保に万全を期 しつつ,原 子力発電をはじ

め とする電源立地 を推進 してい く必要があ

る。

(4)我 が国としては内外の厳 しい状況はある

ものの,世 界有数の経済力を達成するに至

った国民の叡智 と活力を十分発揮 して,エ

ネルギー問題を克服し,我 が国経済の発展

基盤を確たるものとして次代に引き継 ぐと

ともに,世 界のエネルギー問題の解決に貢

献するため,以 上のような総合エネルギー

政策の推進に今後 とも全力を傾注 してい く

9
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こと としてい る。

2.昭 和57年 度における資源エネルギー政策

の重点事項

前節に述べ た 「総合エネルギー政策の考 え

方」にもとつ く,昭 和57年 度における資源エ

ネルギー政策の重点事項の要点は以下の通 り

である。(表1参 照〉

2.1石 油の安定供給基盤の確立

!)石 油の供給体制の整備

表1昭 和57年 度資源エネルギー政策の重点

総合エネルギー政策の着実な展開

石油安定供給の確保

産業経済の過度の石油

依存からの脱却

国際資源エネルギー政策
の推進

そ の 他

油安定供㈱ 麟 「 三糠 賀趨 篇定供給確保

襯 の推進{[碧 犠 撫 稀
発の推進

囎 朧 …[離 灘

石油流通実態調査等

石独代替エネルギー関連

技術開発の推進

産炭地域振興対策の推進

鉱害対策の推進

ガス保安対策の推進

一10一

惣主的核 燃料 サイ

クル の確立

原子力発電 の推 進

石炭火 力,水 力 ・地 熱開発の推進

国内炭親石炭政 策の推進

海外炭安定供給体制 の整備

産業におけ るエ ネルギー転 換の推 進

ソーフーシステム ・ガス冷房 の普及促進

ローカルエ ネルギー開発 利用の推 進

LNG開 発利用の推進

産業部 門

石炭 利用

太陽,地 熱等

エ ネルギー の使 用合理 化推進

省エ ネル ギー技徳 開発の推 進

省工 ネル ギー投 資の推 進

電源地域の振興

P,A.対 策 の推進

環境 保全対策の強化



原油の重質化 と石油製品需要の軽質化に適

切に対応し,民 生用石油製品の安定供給の確

保 を図るため,重 質油軽質化設備の普及促進

のための金融上の措置の強化,重 質油対策技

術の実用化開発への着手,共 同重質油処理セ

ンターの設置のための調査の実施,油 種間需

要転換の促進等 多面的な対策 を講ずる。

また,石 油の安定供給基盤を確立す るため,

困難な経営状況にある石油産業について,中

長期的な観点から,そ の体制整備 を進める。

2)石 油開発の推進

内外における石油開発を促進するため,石

油公団による探鉱投融資事業,国 内石油天然

ガス基礎調査等の充実 を図るとともに,海 外

投資等損失準備金制度の延長等民間の探鉱開

発投資促進のための施策を推進する。

また,オ イルシェール開発技術,石 油二 ・

三次回収技術等の技術開発を推進する。

3)石 油備蓄の増強

民間備蓄については,引 き続 き石油の90日

の備蓄水準 を維持す るとともに,LPG(石

油ガス)の 備蓄の積増 し(年 度末目標20日)

を図る。また,石 油公団による国家備蓄につ

いては,備 蓄基地建設 を推進するとともに,

備蓄量の着実な増強を図る。

2.2産 業経済の過度の石油依存からの脱却

1)電 源の脱石油化の推進

(1)原 子力開発の推進

自主的核燃料サイクルの確立を図り,原 子

力の開発利用 を促進するため,ウ ラン備蓄の

推進等によ りウラン資源の長期安定供給の確

保 を図 るとともに,遠 心分離機製造技術の

確立 を含めウラン濃縮 事業化に向けての体制

の整備,商 業再処理工場の立地の促進,放 射

性廃棄物処理処分対策の推進,使 用済核燃料

再処理準備金制度の昭和58年 度創設に向けて

の準備等積極的な施策 を展開する。また,原

子力発電の一層の推進 を図るため,軽 水炉改

良技術の開発,高 速増殖炉改良技術の開発,

高速増殖炉等新型炉実用化のための調査等 を

引き続 き進め る。

(2)石 炭火力,水 力,地 熱開発の推進

石炭火力の建設及び石油火力の石炭等への

燃料転換を促進するため,引 き続きばい煙処

理等の環境保全技術の確立 を図るとともに,

国産エネルギーである水力,地 熱の開発を促

進するため,資 源調査,事 業者に対する助成

措置等 を充実する。

2)新 石炭政策の推進

石炭をめ ぐる環境変化 を踏まえ,我 が国石

炭鉱業の 自立 を目指す方向での新たな石炭政

策(第7次 石炭政策)を 推進す る。また,海

外炭の安定供給を図るため,産 炭国における

探鉱開発及びインフラス トラクチュアの整備

のための調査,コ ールセ ンターの建設促進等

の施策を充実する。

3)エ ネルギー転換の促進

産業における石炭,LNG等 へのエネルギ

ー転換 を引き続 き促進するとともに,中 小企

業における石油代替エネルギー設備の導入を

促進する。

また,ソ ーラーシステムの普及 を促進す る

ため,住 宅及び事業用施設に対す る低利融資,

公的施設に対する補助,統 一的な性能評価の

確立等の施策を推進するとともに,LNGの

導入の促進,電 力夏季ピー ク問題の緩和等の

ためガス冷房の普及を促進する。

4)石 油代替エネルギー関連技術開発の促

進
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エネルギー多消費型産業における石油代替

エネルギーのより効率的な利用 を促進するた

めの革新的かつ共通的な技術開発に対する助

成を行 う。

また,新 エネルギー総合開発機構 を中核 と

して,石 炭液化 ・ガス化,太 陽エネルギー,

地熱等石油代替エネルギーの技術開発を積極

的に推進する。

5)省 エネルギーの推進

産業,民 生,輸 送の各エネルギー消費部門

における省エネルギーを一層推進するため,

広報,啓 蒙等を充実するとともに,省 エネル

ギー技術の開発及び省エネルギー設備投資に

対する助成を充実する。

2.3電 源立地の推進 と原子力発電所安全対策

の強化

1)電 源立地の推進

(1)電 源立地の振興

電源立地を強力に推進す るため,電 源地域

振興策 を強化す ることと電源地域への企業立

地促進のための金融制度の整備を促進するた

めの電力移出県等交付金の拡充 ・電源立地促

進対策交付金の産業振興施設への使途拡大等

電源地域の産業の振興に資する施策 を強化す

る。

(2)電 源立地に対す る国民的理解 と協力

の増進

原子力エイ ド(仮 称)の 設置等原子力発電

の必要性,安 全性等に係る国民の理解 と協力

を得 るための施策を充実強化する。

2)原 子力発電所の安全対策の充実強化

原子力発電所のより一層の安全を確保す る

ため,先 般の敦賀発電所事故の教訓をも踏ま

え,電 気事業者における保安管理体制 を充実
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強化す るとともに,国 による原子力発電所の

安全審査 ・検査及び運転管理監督体制,防 災

・被ば く対策等を充実強化す るこ

2.4資 源安定供給体制の整備

鉱物資源 を長期的かつ安定的に確保するた

め,海 外投資等損失準備金制度の延長,い わ

ゆる 「三段階方式」による探鉱助成等により

内外資源の探鉱開発を進めるとともに,深 海

底に賦存す るマンガン団塊の探査及び採鉱技

術の開発等 を行 う。

また,ニ ッケル,ク ロム等の希少金属備蓄

を開始 し,そ の安定供給の推進を図るととも

に,銅,鉛,亜 鉛及びアル ミニウムの備蓄等

を引き続 き実施することにより,輸 入の安定

化及び金属鉱業の経営の安定化 を図る。

2.5国 際資源エネルギー政策の展開

厳 しい世界エネルギー情勢に対応 し,先 進

エネルギー消費国は,国 際エネルギー機関(工

EA),サ ミット等の場においてエネルギー問

題解決のため緊密な国際協力体制を推進 して

いるが,我 が国としてはか ・る国際協調に積

極的に参加 し,国 内エネルギー政策に反映さ

せるとともに,正 確かつ迅速な情報収集 ・提

供に努め,こ れに基づ く的確な国際資源政策

を展開する。

2.6そ の 他

(1)産 炭地域経済の再建 を図るため総合的

かつ効果的な対策の推進 を図る。

(2)臨 時石炭鉱害復旧法及び石炭鉱害賠償

等臨時措置法の延長を含め石炭鉱害復細のた

めの所要の措置を講ずる。

(3)都 市ガス事業におけるガス導管の管理



技術の確立等ガス保安対策を強力に推進する。

3.昭 和57年 度 におけるエネルギー技術開発

の概要

以上に 「総合エネルギー政策の考 え方」及

び 「昭和57年 度における資源エネルギー政策

の重点事項」を紹介 したが,こ のエネルギー

政策基盤の安定強化 を図る観点から様々なエ

ネルギー技術に係る施策の展開が図られてい

る。

以下に通産省におけるエネルギー技術開発

の主なものとその概要 を整理す る。(括 弧内

は57年 度予算で単位は百万円,表2参 照)

3.1石 油 関 連

1)石 油開発技術

(1)衛 星利用石油探査研究(1,306)

衛星 を使 った高度 リモー トセンシング技術

を石油探査に活用す るための技術基盤を確立

する(デ ータ処理,解 析技術の研究開発)

(2)海 底石油生産 システム(3,990)

53～59年 度の7か 年で,大 水深海洋油田

(水深300m以 深)か らの石油生産に有効で

かつ 日本周辺の大陸棚及び大陸斜面に適用可

能なシステム技術 を確立する。

(3)二 ・三次回収技術(528)

ユ990年代以降の中核的石油開発技術と目さ

れる二 ・三次回収技術について,57年 度か ら

5か 年計画で実際の油田でのパ イロットプラ

ン ト規模の研究開発 を行 う。

(4)オ イルシェール開発技術(1,956)

56～60年 度の5ケ 年でパイロットプラン ト

による実験 を含む研究を通 じ,オ イルシェー

ルの探掘,粉 砕,乾 留にわたる開発システム

技術を確立する。

(5)そ の他石油開発技術

海洋石油掘削の高能率化 を図るため,技 術

開発の調査及びリグの概念設計を行 う。また

石油生産の海洋プラッ トホームの建設 ・設置

技術の研究開発 を行 う。

2)重 質油対策

輸入原油の重質化及び石油製品需要の軽質

化に対処することが必要であるため,次 の技

術開発を行 う。

(1)重 質油対策技術(5,704)

重質油分解技術 を中心 とした重質油対策技

術を確立する。

(2)重 質油対策技術実用化開発(1,223)

重質油の水素化分解技術 ・接触分解技術の

実用化開発を行 う。

(3)重 質油残渣物有効利用技術(2,999)

重質油分解過程で生ずる残渣物の有効利用

技術(都 市ガス原料,低 廉水素製造)の 開発

を行 う。

3)新 燃料油技術(補 助3,282,委 託616)

1980年 代後半か ら1990年 代のエネルギー不

足に対処するため,そ の開発及び導入の早期

実現性の高い新流体燃料油を原油をべ一 スと

せずに製造する技術の開発 を行 う。

技術開発の内容 としては,@合 成ガスを原

料 とする合成アルコール及び軽質合成炭化水

素油の製造,⑤ オイルサン ド油,オ イルシェ

ール油等を効率 よく改質精製することのでき

る触媒及びプロセス,◎ バイオマス資源 を高

効率で分解,発 酵 させ ることのできる発酵菌

体及びプロセスに関するものである。

更に新燃料油の円滑な導入を図る観点から,

アルコールに混合燃料,バ イオマス資源から

の燃料油の生産可能性,経 済性等について所

要の調査 を行 う。
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4)そ の 他

この他,石 油備蓄 技術調査(313),長 距 離

海底 パ イプ ライ ン技術開発調査(151),等 を

実施 す る。

3.2石 炭 関 連

1)生 産 技 術

急傾斜採炭の機械等石炭生産技術の振興 を

行 う(753)ほ か,石 炭鉱山の深部移行によ

る抗内条件の悪化に対処するための鉱山保安

技術の開発 を行 う(288)。

2)石 炭の利用技術

(1)石 炭利用技術振興(3,649)

流動床燃焼,COM等 の6テ ーマについて,

昭和60年 頃を目途 として実用化を図る。

(2)石 炭火力発電所等関係技術の実証

石炭火力発電所の建設及び石油火力発電所

の石炭への燃料転換 を推進するため,環 境保

全対策技術,石 油火力のCOM転 換技術等次に

あげる技術について実証試験,調 査を行 う。

④石炭火力のばい煙処理技術(210)

実証規模のばい煙処理技術実証プラン トを

設置 し,試 験運転 を行う。

◎石炭火力の乾式脱硫技術(871)

実規模の乾式脱硫技術実証試験施設を設置

し,試 験運転を行 う。

◎石炭火力の高性能集 じん技術(524)

各種集 じん技術の評価 を行 うとともに,実

規模の高性能集 じん技術実証施設を設置し,

試験運転を行 う。

e石 油火力発電所のCOM転 換(1,683)

既設石油火力(実 機)をCOM焚 に改造 し,

燃焼等の実証試験を行い,転 換の技術的限界,

転換の経済性等を把握する。

㊥高性能石炭火力技術開発(240)

プ ラン ト熱効率 の飛躍的 向上 を図 るため,

ボ イ ラー,チ ューブ等の超高 温材料 の確証 等

の実証 試験 を行 う。

3)石 炭 の液化 ・ガス化

(1)サ ン シャイン石炭液 化(16,136)

直 接 水添法,溶 剤油 出法,ソ ル ボ リシス法

に よる石炭液 化実用化 プラ ン トを65年 度 まで

に開発す る。

(2)EDS石 炭 液化(756)

昭 和60年 度 までに,処 理 量250t/日 の パ イ

ロッ トプラ ン トでの運転研 究 を行 う。

(3)石 炭 高 カロ リー ガ ス化技術(1,303)

LNG,LPG,都 市 ガス等 に代替 す るガ

ス体エ ネル ギー を石炭 か ら製造す る実 用化 プ

ラン トを開発す る。

(4)石 炭 低 カロ リー ガス化 技術(2,450)

石 炭 を原料 とした発電 用低 カロ リーガス を

製造す る技術及 び これ と連携す る複合 サ イ ク

ル発電 システム を開発す る。

3.3原 子力関連

1)原 子力発電の安全性確保,信 頼性向

上技術

(1>軽 水炉改良技術確証試験(1,882)

原子炉内蔵型 ・再循環ポンプ設備,高 性能

燃料技術の確証試験等を行 う。

(2)実 用発電用原子炉 自動検査装置等実

証試験(509)

原子力発電所の諸検査等に伴 う個人被ば く

線量及び総被ば く線量の低減化のために,自

動検査装置等の実証試験 を行 う。

(3)原 子力発電施設信頼性実証試験(7,532〕

原子力発電施設の安全性 を確保す るため主

要な原子力発電設備について地震時における

安全 ・信頼性の実証及びバルブ,ポ ンプ等につ
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診

いて苛酷な運転条件における信頼性実証試験

を行なう。

(4)原 子力発電支援システム開発(1,600)

原子力発電プラントの異常状態,異 常原因

を適確に把握 し,運 転員等に適切 な指示 を与

える原子力発電支援システム(イ ンス トラク、

ションシステム,格 納容器内自動点検 システ

ム)の 開発を行 う。

(5)安 全解析コー ド改良(1,384),耐 震安

全解析 コー ド改良(620)

安全解析についての行政庁によるクロスチ

ェックを充実するため,実 用発電用原子炉に

係 る既存のコー ド改良を行 う。

(6)そ の 他

このほか,原 子力発電所新立地方式検討調

査(5),廃 炉技術基準等確立調査(35)実 用発

電用原子炉廃炉設備確証試験(69)を 行 う。

2)新 型炉等の開発 ・利用の推進

(1)実 用発電用新型炉利用システム開発

調査(27)

FBR等 の実用化のための技術面,経 済面

を中心 とした調査 を行 う。

(2)中 小型軽水炉の開発調査(75)

中小型軽水炉の実用化について利用システ

ムのフィージビリティ ・スタディを行 う。

3)核 燃料サイクルの確立

(1)海 水ウラン回収 システム技術確証

(569)

海水ウラン回収 システム技術の確立を図る

ため,モ デルプラン トの設計 ・運転 を行 う。

(2)化 学法ウラン濃縮技術(MITI分961)

化学法ウラン濃縮のためのプラン ト開発を

行 う。

(3)ウ ラン濃縮遠心分離機製造技術確立

(150)

国産 ウラン濃縮商業プラン トに用いられる

遠心分離機のコス トダウンを図るため,信 頼

性向上,量 産技術の確立を図る。57～61年 度

の5か 年計画。

(4)第2再 処理工場技術確証調査(2,622)

第二再処理工場の建設に必要な再処理主要

機器及びプロセスについて確証試験等を実施

する。

(5)海 外再処理返還固化体受入システム

開発調査(492)

海外再処理委託契約に係る高レベル廃棄物

の受入システム(受 入検査,キ ャスク解体,

ハン ドリング)に ついて開発調査 を実施する。

(6)放 射性廃棄物処理処分対策調査(45)

高 レベル廃棄物の処理 ・貯蔵 ・処分につい

て国としての方針の確立のためのフィージビ

リティー調査 を行 う。

(7)使 用済核燃料中間貯蔵対策調査(27)

太平洋使用済核燃料暫定貯蔵構想(太 平洋

べ一スン構想)の 実現可能性について技術的

・経済的フィージビリティ調査を実施する。

3.4水 力 関 連

1)海 水揚水技術実証(106)

我が国の自然特性か らその確立が期待され

ている海水揚水発電について,金 属,土 木材

料等の腐触問題,環 境問題についての実証的

な試験調査 を実施する。

2)発 電ダム堆砂排除総合 システム開発

(50)

堆砂土砂の排砂処理 とこれのコンクリー ト

用骨材等への有効利用するシステムの開発を

行 う。

3.5地 熱 関 連
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1)大 規模深部地熱発電所環境保全実証

調査(3,060)

将来の地熱発電開発の大宗を占めると予想

ちれる深部地熱(地 下3,000m～4,000mに 賦

存)を 利用 した大規模発電所(25万kW級)の

開発を促進するため,従 来の浅部地熱(1,000

m～2,000mに 賦存)と は量的にも質的に も異

なる探査,利 用技術及び環境影響等の事項に

ついて実証調査を行い,深 部地熱の利用技術

の実証 を行うとともに,環 境保全上支障のな

いことを明らかにする。

2)地 熱発電所環境保全技術調査(56)

地熱発電の開発目標を達成す るためには,

国立 ・国定公園内及び温泉地域にある地熱有

望地域の開発を進める必要がある。 しか しな

が ら,こ れらの地域は 自然景観の優iれた地域

である場合 も多 く,そ の開発に当たっては,

自然景観 との調和,温 泉影響への配慮等環境

保全に十分留意することが必要 である。

このため,国 立 ・国定公園及び温泉地域等

に立地する地熱発電所のための景観等に係る

環境影響予測手法 ・環境保全技術等の開発を

行 う。

3)熱 水利用発電プラン ト開発(685)

バイナ リー,ト ータルフロー発電プラン ト

の開発を行 う。

4)地 熱探査技術等検証調査(1,049)

広域かつ深部地熱に適用可能な探査技術の

確立のため,探 査技術の検証調査 を行 う。

5)深 層熱水供給システム開発(692)

堆積平野に広 く賦存する深層熱水の利用 を

促進するため,最 適採取 ・還元システムの開

発を目指 した試験井調査等の実証研究を行 う。

3.6太 陽 エネル ギー関連

1)太 陽熱発電プラン ト開発費補助金

(964)

太陽熱発電技術の確立を図 るため,パ イロ

ットプラン トの運転研究を新機構において実

施す る。

2)太 陽光発電システム実用化技術開発費

補助金(6,662)

太陽光発電の早期実用化 を図るため,低 コ

ス ト太陽電池の新製造技術,太 陽光発電利用

システム技術等の開発を新機構において実施

す る。

3)産 業用等ソーラーシステム実用化技術

開発費補助金(576)

産業分野におけるソーラー システムの本格

的実用化を図るため,産 業用 ソーラーシステ

ムの開発等 を新機構において実施する。

4)太 陽エネルギー利用海水淡水化技術

(736)

プラン ト(造 水量100ra3/B)の 建設,運 転

研究を実施する。

3,7省 エネルギー関連(ム ーンライ ト計画)

省エネルギー政策の推進に…当たっては,技

術の果たす役割が大 きく,エ ネルギー供給部

門及び産業,民 生,輸 送等のエネルギー消費

部門の多岐にわたる省エネルギー技術を総合

的に捉え,計 画的に研究開発を促進する。

1)大 型省エネルギー技術研究開発(8,473)

研究開発に 多額の資金 と長期間を有するな

ど,民 間企業では行 うことが困難な技術研究

開発課題について,国 立試験研究所,民 間企

業等の力を結集 して,研 究開発を行 う。

(イ)電 磁流体(MHD)発 電(592)

(ロ)高 効率ガスタービン(6,035)

(A)新 型電池電力貯蔵システム(858)
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←)燃 料電池発電技術(618)

(ホ)汎 用スター リングエンジン(275)

(N廃 熱利用技術システム(95)

2)先 導的基盤的省エネルギー技術研究

開発(198)

将来の省エネルギー技術の芽 となるような

課題について,国 立試験研究所において,研

究開発 を行 う。

3)国 際協力事業(5)

国際エネルギー機関(IEA)等 における

省エネルギー技術に関する調査,研 究等につ

いて国際研究協力を実施する。

4)省 エネルギー技術の総合的効果把握

手法の確立調査(1!)

中 ・長期 のエネルギー 技術開発課題の発

掘,研 究開発の最適手順確立のための調査研

究を行う。

5)民 間の省エネルギー技術開発の助成

(669)

民間企業が実施する省エネルギー技術開発

に対 して補助 を行 う。

3.8そ の他の分野

その他大型風力発電システム,海 洋温度差

発電の研究,燃 料電池発電デモンス トレーシ

ョンが行われ ることになっている。

また,民 間の研究に対す る助成制度 として

は,石 油代替エネルギー関係実用化補助金及

び新発電技術実用化補助金に加 え,新 たに,

エネルギー多消費業種における代替エネルギ

ーの効率的利用技術を開発するため,共 通基

盤型石油代替エネルギー技術開発補助金制度

が発足することとなった。(ど い さとし

通産省資源エネルギー庁長官々房総務課)

表2昭 和57年 度エネルギー技術開発関係予算の概要(通 産省)

()内 は,昭 和56年 度予算額→ 同.57年度予算額

単位:百 万円

! 石 歯学 石 抽 開 発 オイルシェー ル開発技術(1,246→1,956)

海底石油生産 システム(3,396→3,990)

衛星利用石 油探査 技術(1,016→1,306)

二 ・三次 回収 技術(147→528)

海洋石油 高能率 堀進技術開発調査(64→53)

海洋石油生産 プラ ッ トホーム開発(23→100)

重質油∴ ≡難i難1謙1躯

新燃料油開発-=雲 灘灘 撚 髪::;謙82)

備 蓄 石 油備 蓄技術調査(194→313)

流 通}[叢灘 叢蕪繕 疑翻繍茎1潔
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2 石 炭 生

U手

液

ガ

そ

ス

の

石炭生産技術振興(401→753)産]二
石炭鉱 山保安 技術調査(236→288)

石炭利用技術振興(3,456→3,649)

石炭火力発電所 ばい煙処理 技術実証(2,800→210)

石炭火力発電所乾 式脱硫 技術実証(757→871)

石炭火力発電所高性能集 じん技術実証(65→524)

高性能石炭火 力技術 開発(0→240)

石油火力発電所COM転 換 実証(3,331→1,683)

石糠火力発電所 メタノール転 換等実証(150→696)

億モ黙 欝1蹴:1

化]=欝1:に灘:::欝:;溜

他 代替エ ネル ギー利用 型コ ミュニテ ィシステム開発(44→36)

3 原 子 力
「k全性確 保 ・信頼 性 軽水炉改良技術確証 試験(738→1

,882)
向 上 実

用発電用原子炉 自動検査装 置等実証試験(338→509)

原子力発電施 設信頼性実証 試験(6,038→7,532)

原子力発電所新立地方 式検討調 査(6→5)

廃炉技術基準等確 立調査(36→35)

実用発電用原子炉廃 炉設備確証 試験(40→69)

原子力発電支援 システム(1,104→1,600)

"f"全解析 コー ド ・耐震信頼性 コー ド(1
,861→2,004)

雛 の開発'利=糊 欝 灘 蒲雲灘 査(27→27)

核燃料サイクルの確立 海水 ウラン回収 システム技術確 証(373→569)

化学法 ウラン濃縮 技術(633→961)

ウラン濃縮遠心分 離機 製造技術確 立(0→150)

第2再 処理工場 技術確証調査(2,191→2,622)

海外再処理返還 固化体受 入 システム開発調査(399→492)

放財性廃棄物処理処 分対策調査(59→45)

用済核燃料 中間貯 蔵対策調査(33→27)

4 水 力 ピ

中

そ

一 ク 対

小 水 力 開

の

策

発

他

海水揚水技術実証(90→106)

中小水力 システム技術信頼性実証(228→100)

発電 ダム堆砂排 除総合システム開発(42→50)
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5 大 規 模 深 部 地 熱一 地熱探査 技術等検証 調査(1 ,012→1,049)

高 温 岩 体 高温岩体 発電 システム(565→563)

非 火 山 性 地pa深 層 熱水供 給 システム(678→692)

熱 水 の 利 用 熱水 利用発電プ ラン ト(653→685)

糊 保全τ 灘 灘 諜 鍵1湘
_)

診

6 熱

熱

光

」ー示

発

発

産業用 ソー ラシステム実用 化技術開発(216→576)用一「

太陽エ ネル ギー利用 海水 淡水化技術(336→736)

電 太陽熱発電 プラン ト運転 研究(1,123→964)

太陽光発電 システム実用化技術開発(4,300→5,051>電「=
太陽光発電研究(1,551→L611)

7 省エネルギー 大型省エ ネルギー技術 廃熱利用 技術 システム(887→95)

MHD発 電(624→592)

高効率 ガス ター ビン(5,920→6,035)

新型電 池電力貯蔵 システム(646→858)

燃料電 池発電技術(238→618)

燃料電 池デモ ンス トレー シ ョン事 業(20→20)

汎用 ス ター リングエ ンジン開発(0→275)

先導 的基盤的省エ ネルギー 技術(208→198)

国際協 力事業(16→5)

民間の省エネル ギF技 術 開発の助 成(467→669)

省エネル ギー技術 の総合 的効 果把握 手法の確立調査(0→11)

8 水素製造 プラン ト開発(948→923)

海洋温度差発電 の研 究(213→239)

風力発電の研究(656→525)

自然エネル ギー利用住宅 システム(137→351)

石 油代 替エネル ギー関係技術 実用化開発費補助金(2,900→2,900)

新発電 技術実 用化 開発費補助金(300→300)

共通基盤 型石 油代 替エネル ギー技術開発(0→1,231)
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1.国 際研究協力の推進

1.1国 際研究協力の重要性の高まり

資源 ・エネルギーに乏 しいわが国が,国 際

社会の中で安定的な発展 を遂げ,国 民の福祉

を充実 させ,豊 かな社会 を作 りあげてい くた

めには,そ の原動力 としての技術開発の推進

が極めて重要である。この際,技 術開発の効

率的推進 と国際経済,社 会の発展への寄与を

図るとともに,貿 易摩擦回避等通商政策上の

対応にも資す る等の観点から,国 際研究協力

の重要性が強 く認識されるようになってきて

いる。

特に,わ が国の進んだ科学技術に対 して,

発展途上国,先 進国を問わず,大 きな期待が

寄せ られている。その背景には次のような情

勢がある。

第1に,環 境問題 エネルギー問題 安全

問題等,国 家利害を越 えた全人類的な共通課

題が増加 しつつあること。

第2に,科 学技術の巨大化,シ ステム化に

伴い,国 際的な研究開発が,人 的に も財政的

にも有利であ り,研 究開発が効率的に進展す

ると考えられること。

第3に,わ が国の科学技術の急速な進展に

より,先 進国 との技術格差が解消され,わ が

国の,研 究開発のパー トナー としての重要性

が認識 されるようになったこと。

このような背景のもとに,協 力の形態 も,

一定の分野 ・テーマを定めて,組 織的な情報

交換,専 門家派遺 ・受入れ,研 究施設の相互

利用,共 同設置等 を伴 う共同研究等 とより広

く,よ り深 く協力を進めようとする方向に向

っている。

1.2先 進国との研究協力の推進

先進国 との研究協力は,二 国間協力と多国

間協力に分け られる。二国間協力には,米,

豪,独,仏 等 との間の科学技術協力協定等協

定に基づ くもの,豪,加 等の二国間協議に基

づ くもの等がある。わが国として もこれらの

協力につき一層の積極的推進を図ることとし

ている。

一方,多 国間協力り中心は国際エネルギー

機関(IEA)に おける研究協力である。現

在,IEAの 下に40の 研究開発実施協定が締

結され,わ が国は22の 実施協定に加盟 してお

り,今 後,さ らに参加拡充を図ることとして

いる。

～20一

1.3発 展途上国 との研究協力の推進

通産省では,発 展途上国自らがその技術 を
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消化 し,さ らにはその技術を基礎に自らが技

術開発を行い得 る能力を備 えるよう,傘 下の

試験研究所の高い研究ポテンシャルを活用 し,

発展途上国 との鉱工業技術分野における研究

協力 として,国 際産業技術研究事業(ITI

T-lnstituteforTransferofIndustrial

Technlogy一 事業)を 行 っている。ITIT

事業は昭和48年 度に開始 され,現 在 までに48

の研究プロジェク トを行 って きたが,今 後,

更に共同研究の充実 を図ることとしている。

また,発 展途上国は基礎研究か ら工業化まで

の一貫 した協力を望んでお り,通 産省 として

もITIT事 業終了後 もその成果 を工業化に

つなげてい くための協力を推進 していくこと

としてお り,民 間の活力を活用 しつつ,1982

年からフィリピンとの間で,熱 帯資源の多目

的利用工業化事業を開始することとしている。

更に,中 国との科学技術協力(80年 協定締

結),イ ン ドネシア との科学技術協力(同81年)

への新たな対応を検討 していくことに してい

る。

一方,多 国間協力として,太 陽熱,地 熱,

風力,バ イオマス等,14分 野の新,再 生エネ

ルギー源の開発利用促進の諸方途の検討を目

的として81年8月,ナ イロビにおいて新 ・再

生可能エネルギー国連会議が開かれ,「 行動

計画」が採択 された。わが国 として も,発 展

途上国か ら研究協力要請の強い新 ・再生可能

エネルギー分野で,わ が国の技術的蓄積 をも

とに発展途上国 との協力を積極的に推進 して

い くこととしている。

2.先 進国との研究協力

2.1二 国 間協 力の現状

1)日 米間の研究開発協力

1973年 の第9回 β米貿易経済合同委員会及

び同年8月 の田中一ニクソン共同コミュニケ

により,エ ネルギー研究開発協力の拡大が合

意され,UJNR(日 米天然資源開発利用会 ・

議)新 エネルee'・一一一一分野を吸収 して,74年 ア月,

日米エネルギー研究開発協力協定が締結 され

た。協力分野 として,地 熱,太 陽,バ ッテ り

一,MHD等11分 野を対象 とし,78年 には地

熱分野の協力実施取 り決めが締結され,日 本

側研究者を米国研究所に派遺し,米 国の研究

に参加する等の協力を行 ったほか,太 陽,バ

ッテ リー,MHD等 について も情報交換,専

門家会合等を行 っていたところ,78年 の福田

一カーター 日米首脳会談により,大 規模 なエ

ネルギー分野の協力が提案 され,79年5月 に

協定が締結された。本協定に基づ き,核 融合,

石炭転換(液 化),光 合 成,地 熱及 び,74年

に締結されたエネルギーの11分 野も吸収 して,

共同プロジェクトの実施 を中心 とする研究開

発協力が開始 された。

核融合は研究交流(日 米相互の研究機関へ

の派遺,受 け入れ),ダ ブレッ トIIIによる共

同研究等4分 野により協力が開始 され,ダ ブ

レットIIIについては協定が締結される等,研

究者の交流が行われている。石炭転換はSR

CIIに ついて西独 も含めて協力が開始された

が,予 定資金 より莫大な資金の投入が必要 と

の評価 により協力は中止された。EDS法 に

よる液化については日本も参加 している。地

熱は,IEA協 力 として米国のフェン トンヒ

ルで実施されている高温岩体発電第2期 計画

に参加 し,人 工貯留層造成研究プロジェクト

に,西 独 も含めた研究者が共同研究を行って

いる(図1)。
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2)日 豪間の研究開発協力

現在 日豪間の協力は,通 産省 と豪国家開発

エネルギー省 との間で進められている 「日豪

エネルギー研究開発協議」により実施 されて

いる。

日豪エネルギー研究開発協議は,78年 日豪

閣僚委員会の際,河 本通産大臣とニューマン

国家開発大臣との個別会談で,エ ネルギー研

究開発を日豪が協力することで原則的に合意

され,同 年8月 河本通産大臣(当 時)と ニュー

マ ン大臣(当時)の 間で意見の一致 をみ,協 力

が開始 された。協力分野は石炭技術,太 陽エ

ネルギー,及 び省エネルギーであり,協 力は

民間の専 門家 を含む各種 レベルの諸会合,情

報交換,科 学者の交流によるもので,現 在は

石炭液化 と太陽エネルギーで協力が進展 して

いる。

石炭液化は,豪 ビク トリア州産褐炭液化に

ついて協力が進められてお り,パ イロットプ

ラン トの建設 ・運転に関 し,具 体的協議 を行

ってお り,去 る3月 に起工式 を行 ったところ

である(図2)。 太陽分野では,(イ)太陽熱発電

所建設に関するフィージビリティスタディ,

50T!Pバ イ ロ ・ントブ ラ ン ト主 妻仕 様

石炭 処程 能力50ト ン/目MAF

遡転 条件{一 次 水添 反応 部)

庄 力159～2SO陶/e喝

溝 度430～460'C

渇斉曝添加 比2.e--3.O(S◎ しVEN了/MAFCOAL}

水素;肉貝 量3.O鞠5.Ow竃%Q勲MAFCOAL

主 蔓独 備諸 元`鍛夫 詮備 能力 》
昌石 撰前 処珪 絵備

70ト ン/日

水 素 発 生 設 債00DN揃'/Hr

無 気 発 生 設 傭5ト ン/Hr

窒素 発 生 設 備 ㎜Nm・/Hr

冷 却 塔500ト ン/Hr

寵*処 理 験 億ISト ン/Hr

内廃 濠 焼却55ト ン/日)

凋 承 設 備20ト ン/日

1覧ガス処 理設 構50Nm8/Hr

図2豪 州 ビク トリア褐炭液化パイロットプラン ト完成予想図
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(ロ)太陽電池,コ ンポーネン トの研究開発に関

する情報交換,共 同テス ト,の 平版型集熱器

の設計に関する情報交換,共 同開発 を行 うこ

とで了承され,協 力が開始されている。

さらに省エネルギー分野の協力につ いて も

豪側 と協議中である。

3)日 加科学技術協力

1972年,カ ナダは政府派遺科学技術使節団

として,当 時の科学技術大臣を団長 とした連

邦及び州政府,産 業界,大 学のハイレベルの

総勢46名 が来 日し,通 産大臣及び各省幹部職

員と会談を行ったほか,日 本 とカナダニ国間

協力の機会を得 るべ く科学技術政策,コ ンピ

ュー ター,海 洋,環 境の各分野で情報交換を

行った。この訪問の際に,共 同声明に基づ き,

両国の協力が開始 された。双方は科学技術及

びその産業面での応用について,二 国間協力

の調整及び促進のため定期的に会合す るよう

努力す ることになった。

現在,エ ネルギー関連及びイメージ ・プロ

セ ッシング,海 洋,宇 宙等の分野で協力が進

め られてお り,エ ネルギーについては,重 質

油の改質等について専 門家の会合等具体的に

協力が進展しているほか,専 門家の交流,情

報交換 も行われ,協 力は次第に具体的段階に

至っている。

4)欧 州諸国 との研究協力

政府間べ一スにおいて,日 独 ・日仏間では

科学技術協力協定に基づ く協力が,74年 以来

進め られている。

日仏間では12分 野,日 独間ではユ4分野での

協力が進め られてお り,専 門分野別に情報交

換,専 門家交流,会 合等が行われ,年 一回,

全分野での協力活動 をレビューするための合

同委員会が持たれている。両国との協力分野

は共通点も多く,新 エネルギー分野,省 エネ

ルギー分野,省 資源分野,環 境保護技術分野,

海洋技術分野,ラ イフサイエンス分野,情 報

ドキュメンテーション分野等,先 進国共通の

課題が取 り上げられている。

通産省で行 っている日仏間の協力の中では,

昨年1981年8月 に発電 を開始 し話題 となった

香川県仁尾町の太陽熱発電プラン トへの仏研

究者の訪問,仏 側パイロッ トプラントへの日

本側研究者の派遺等,運 転試験段階での経験

の交流 も計画されている。また,海 洋温度差

発電による海洋エネルギー利用のための研究

開発協力も行われている。

一方
,日 独間の協力において,原 子炉の安

全性研究パネルでは,通 産省 として 「蒸気発

生細管の破壌挙動」 「使用期間中検査」等の

サブテーマの下に,情 報交換を行い,研 究成

果 を両国の原子炉運転に役立てたいとしてい

る。

2.21EA多 国間協力

1)国 際エネルギー機関(王EA)

ユ973年10月の第4次 中東戦争で端 を発 した

OPECの 石油価格大幅値上げ と供給削減措

置は,石 油 を経済の重要なべ一スとしていた

先進国の経済体制 を大 きくゆるが した。この

ような情勢に対処するため,74年2月,先 進

石油消費国によるワシン トン会議が開かれ,

そのフォローアップ機関 としてエネルギー調

整 グループ(ECG)が 設置された。ECG

は,傘 下の分科会の討議をふまえて国際エネ

ルギー計画(IEP)を とりまとめた。

OECDは,74年 ユ1月の理事会によ り,I

EPの 実施機 関 となる国際エネルギー機関

(IEA>をOECDの 枠内に自律的な機関
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として設立 した。IEA加 盟国は81年9月 末

現在,21力 国である。

IEAの 最高意思決定機関は理事会であ り,

その下に次の4常 設作業部会および1委 員会

が設置されている。

イ,緊 急時間題常設作業部会(SEQ)

u,石 油市場問題常設作業部会(SOM)

ハ,長 期協力問題常設作業部会(SLT)

二,生 産国消費国関係常設作業部会(SP

C)

ホ,エ ネルギー研究開発委員会(CRD)

2)エ ネルギー研究開発委員会(CRD)

世界の長期的エネルギー需要の拡大に対応

す るためには,新 エネルギー技術の開発 と既

存技術の新たな応用が不可欠であり,CRD

では次の3つ の主要 な活動 を行っている。

(1),エ ネルギーRD&Dの 戦略策定

IEAで は,76年 以来,長 期的エネルギー

供給の安定化のため,CRDの 下でエネルギ

ー研究開発 システム分析運営グループを設置

し,エ ネルギー システム分析 ・戦略策定計画

を開始した。その共同分析作業には15力 国及

びECが 参加 し,40年 間(1980～2020年)の

新エネルギー技術の見通 しに関す る詳細な調

査 を行い。80年3月 報告書をとりまとめた。

この作業分析結果により27の一般的技術が

プライオリティ ・カテゴリーに分類された。

このプライオ リティはIEA全 体 としての指

針 を示す ものであり,各 国の国情により当然

そのプライオ リティは異なるので,個 々の国

にそのまま適用されるものではない。

エネルギー技術システム分析は,RD&D

政策の重要なツールとしてとらえられてお り,

先の分析作業の見直 し及び参加国のシステム

分析能力向上を目的として 「エネルギー技術

システム分析計画」実施協定が1980年11月 発

足し,現 在14力 国が参加 し,引 き続き協力を

行っている。

(2),エ ネルギーRD&D計 画の国別審査

国別審査は,加 盟国の国別及び全体のエネ

ルギー需要 を満たすための各国のRD&D計

画が十分か否かを評価するものであ り,次 の

基本問題について毎年報告書を提出している。

④ エネルギーRD&D政 策及び目的

◎ 政府のエネルギーRD&D計 画及び予

算

◎ エネルギーRD&D政 策の確立及び実

施のための組織

e産 業界による新技術の開発及び運用 を

促進す る措置

㊥IEAのRD&D共 同計画への参加

更に,昨 年か らIEA/RD&D戦 略レポ

ー トでRD&Dに 高いプライオ リティが与え

られた技術のうちの石炭液化および ヒー トポ

ンプについて,各 国の専門家からなるレビュ

ー ・ア ドバイサ リーボー ドの助言を受けなが

ら,IEA事 務局が戦略技術 レビュー を行 う

ことになった。

(3),優i先分野における協力可能なエネルギ

ーRD&Dプ ロジェクト共同事業の設立と運

営

CRDの 下でエネルギー分野別にワーキン

グパーティ(WP)が 機能 してお り,そ れぞ

れの研究協力について具体的な内容 を検討し,

その結果合意に達 した共同事業につ き実施協

定が締結され,任 意に参加することになって

いる。

本年2月 末現在,40実 施協定が締結されて

お り,そ のうちわが国は表1の とおり,22実

施協定に加盟 している。
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衰1わ が国のIEA研 究開発実施協定への参加状況

57.2月 末環 在

研 究 開 発 実 施 協 定 わ が 国 の 対 応
分 野 別

研究開発実施協定名 プロジェ

ク ト 数
参加
国数 参 加 蟹

プ ロジェ

ク ト 数 参加舞体

原子力安全性 原子炉安全1生研究開発の分野に
おける技術情報交換

8 14 1976.5.20 3
鑓本 際子 力

研 究 所

強力申性子原(王NS)の 建設 1 6 1976,520 1 臼本 原 子 力
を目的とする協同研究開発計画 研 究 所
核融合のための超電導磁石に関 1 5 1978。4.13 1 臼本 原 子 力

核 融 合 する研究開発計画 研 究 所
「T£XTORjに よ るプ ラ ズマ 1 8 1978.4.13 1 臼本国 政 府

壁面相互作用に関する研究開発

計画

エネルギーの多段利用による省 2 10 1978.4.13 1 臼本 国政 府

エネルギー研究開発計画

省 エ ネ ル ギ ー
改良型ヒー トポンプの研究開発

計画

3 13 1979,4ほ7 2 日本 国政 府

紙 ・パルプ産業省エネルギー研 3 8 1981.4.7 1 日 本 製 紙

究開発 連 合 会

石炭技術情報事業 1 14 1977.3.22 1 日本 国政 府

石炭常圧流動床燃焼計画 1 9 1980。2.21 1 新 エ ネ ル ギー
総合開発機構

石 炭 技 術 石炭の経済的側面からの評価に 1 12 ユ980.9.24 1 臼本 国政 府

関する事業

石炭 ・石油混合燃料研究開発実 1 5 1981.3.31 1 新 エ ネ ル ギー

証計画 総合開発機構

太陽エネルギー
太陽熱による暖冷房システムの

開発試験計画

7 16 1977.10.3 4 日本 国政 府

風 力 風エネルギー転換システムの研
究開発計画

5 12 1978.4.13 5 日本 国政 府

水 素 製 造 水からの水素製造に関する研究
開発計画

6 11 1977.10.6 3 臼本 国政 府

人工地熱エネルギーシステムに ユ 6 ユ979.4.ユ7 1 日本 国政 府

地熱エネルギー
関する研究開発計画
高温岩体技術概究開発計画 1 3 1981.2.23 1 新エネルギー

総合開発機構

波 力
波力に関する研究開発計画 1 5 1978.4.13 1 海 洋科 学 技

術 セ ンター

石 油 石油強制回収計画 1 7 1979,522 1 石 油 公 団

生 物 的 転 換 バイオマス転換技術情報事業 1 13 1980.9.24 1 日本 国政 府

総合 シス テム エネルギー技術システム分析計 1 17 1981.9.17 1 日本 国政 府

分 析 画

核 融 合
核融合材料照射損傷研究開発計
画

2 4 1981.10.5 2 日本 原子 力

研 究 所

省 エ ネ ル ギ ー
鉄鋼業における省エネルギー研

究開発実証計画

1 2 1982.1.29 1 ㈹ 日本鉄 鋼

連盟
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なお,役 来のWPを 改 組 し強化す るため,

次 の4つ のWPに 統 合す ることに な り,昨 年

末か ら新WPが 発 足 してい る。

④,最 終 消費技術(End--useTechnology)

⑨ 化 石 燃料(F。ssilFuels)

0,再 生 可能エ ネルギー一(P.enewable

Energy)

◎ 核 融 合(Fusi。n>

3.発 展途上選との研究協力

3.ヨ ニ国間協力の現状

1)熱 帯資源多自的利用工業化事業

{1)背景

既に述べたようにITIT峯 業の研究成果

を活用 して,工 業化に演けた研究協力を維進

摩
岨種

聯 … ・

靴熱
炉{鉾

心

す るため,1982年 度から5年 計薩で民間の活

力を活用 しつつ,フ ィリピンとの間で上記事

業 を開始することとしている。その背景は以

下のとお りである.

フィリピンにおいては,未 利用植物資源,

とりわけバナナの不良果笑や仮茎等を原料 と

し,紙 パルプや燃料製造の工業化に対するニ

ー ズは極めて強いものがあった,し か しなが

ら,自 らの力では,工 業化の経験 と技術的蓄

積等の点で限界があるので,従 来,ITIT

事業を通 じ協力関係にあったわが国に対 し,

積極的な協力を求めてきたものである。

②事業内容

フィリピンにおいて,バ ナナの廃棄果実,

仮茎等か ら紙パルプや燃料等を製造する実証

プラン トを設践し,現 地に適 したシステム及

圃
威
「
禰
璽
一
由
一

由
碕蘇総

舞 鄭誌嶺睡 　
謝 屯

魍 ヨ バ ナ ナ 多 目的 利 用の フ ロー シー ト

びその操業条件 を確立する(図3)。

具体的には,1982年 度か ら1986年 度までの

5年 計画 とし,以 下の箏業 を実施する。

④環地における事業実施についての柑手国

との折衝及びサイ ト等の現地調査

◎来利用資源の品質,収 蟄等の現地調査

0原 料,糧 繊維の収穫技術,シ ステムの研

究

㊥基本計画の策定

アぬコ　ぽ

醐 化1鱒
,。黛 副th¥v

㊨実証プラン トの設計,建 設,運 転研究

㊦データ分析

㊦データとりまとめ及び報皆書の作成

2)中 近東地域における太陽エネルギー利

用海水淡水化技術の実証試験事業

1979年7月,通 産大臣がアラブ首長麺運邦

を訪問した析,ア 首連側より太陽エネルギー

利用技術協力要請があって,こ の年の12月 に

工業技術院より予備調査圃,80年3月 にjI
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CAよ り調査団を派遺し,ア 首連石油鉱物資源

省との間で当該事業の実施に関る合意議事録を

作成 した。現喪,そ の実施については,新 エネル

ギー総合開発機構がわが国側の受け皿 として,

本事業の技術開発を推進している.当該事業は,

太賜熱を利用しての海水淡水化プラント(約100

トン/日)をア首連に建設し,運転研究を行い,実

用化のための実施試験を主な事業としている。

3.2国 連 に よる多国間協 力

先進 国 と発展途上 国 との経済的,社 会的 な

格差 は第1次,第2次 の石油危機 を経て,更

に年 々拡 大 し続 けてい る。 この問題解決に は

発展 途上国各 国の 自助努力 もさることなが ら,

先 進 函か らの経済 的,技 術的麗 発のための蟹

際協 力が不可欠 とな って いる。

そこで,国 連 の場 では,発 展途 上国の開 発

に有効 な科学 技縮 分野 での蟹際協 力への道 を

求め て,次 の よ うな活動 を行 ってい る。

1)開 発の ため の科 学技術 国連会議{Unite-

dNationsConferenceonScienceandTech-

nologyforDevelopment;UNCSTI))

1979年8月20日 か ら9月1Hに か け てウ ィ

ー ンで
,UNCSTDの 会 議 が開催 され,発 展

途上 濁の技術 のあ り方,人 的資源の開発等 を

含んだ 「ウ ィー ン行動計画jを 採択 した。こ

の行動 計薩 は79年 の第3姻 国連総会 で承 認 さ

れ,「開発の ため の科学技術政府 間委異会」(In-

tergovernmentalCommitteeonScienceand

Techno1egyforDevelopment;ICSTD)

の 設 立 も決議 され た。ICSTDで は 専 門家 グル

ープに よ り「長期融 資 システム」の レポー トを

作 成 し,81年8月 のICSTDの 第3回 会期 で検

討 を行 い,本 システム についての決定 は第36

回 国達総会 に委ね るこ ととして いる。

2)「i新 ・再生可能エネルギー国連会議」

(UnitedNationsConferenceonNewand

RenewableSourcesofEnergy)

石油依存を脱却する方策として,翰 ・再生可

能工ネルギ《NRSE)の 開発 ・利用の促進を劉る

ために,78年,第33圓 團連総会で漸 ・再生可能エ

ネルギー国連会議の關催が決定され,その後,4

園の準備委員会を重ね,81年8月,ケ ニアのナイ

ロビにおいてこの会議が開催された。この会議

には国連加盟国150余 力国中i25力国が参加し,

イン ド,ジャマイカ,スェーデン,カ ナダ等は酋

枳が出席する等,各 簸でのエネルギー問題の重

要陸を明らかにするとともに,そ の解決への幾

際協力のための合意としてヂナイロビ行動計画」

を採択 した。その概要は次のとおりである。

序論で国連の目的は国際協力の実行にあると

して,第 王章で炭化水素エネルギーでは将来の

需要を満たし得ず,NRSEの 開発,利 用及び 促

進が不可欠であるとしている。そして,NRSE

の開発と利用には国レベルでの促進が必要であ

り,ま た,将 来の全体的エネルギー需要を満足

する観点から,国 際協力による発展途上国への

技術移転,訓 練の強化を述べている。第工1章で

は強調行動のための処置 としてエネルギー一評価

と計画など5つ の政策分野の処置 と,太 陽,地

熱,風 力,バ イオマス等,14種 の資源別の処置

を述べている。第III章では機講 と資金等を扱っ

ている。機構については,準 備委員会と同様の

委員会を82年に1回(2週 聞以内)開催すること

とし,そ の結果を第37回の国連総会に報告する

こととしている。資金については,政 府開発緩

助の増加の範劉で,NRSEを 優先分野の1つ と

して強調する等 としている。

(やまもと としあき 通産省工業技術院溺

際研究協力課)
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米 国 にお け るア ス フ ァル トガ ス化

コンバ イ ン ドサ イ クル発 電

片 山 優久雄

1は じめに で あった。

原油の重質街 と,相 反する需要の軽質化指

向は,世 界的な現象であ り,こ の尭郵芯策 とし

て重質抽の分解等の種々の方策が構 じられつ

つある。この種の方策の一つとして原油申の

減圧残油(ア スファル ト)を 有効に利用す る

ことが今・後のC重 油需要の相対的減退を考え

た場合において,需 要の旺盛な中間留分の増

産に効果が大きいものと期待されている.

減圧残油の有効利用法は,い ろいろ と硝究

されている.当 研究所が通巌省資源エネルギ

ー庁から受託の 「昭和56年 度石油ENSn品 質面

需給対策調査(ア スファル トガス化コンバ イ

ン ド発電に関するフィージビ リティ講査)」で

は,重 質油対策技術の一つである劣質減圧残

油のガス化複合サイクル発電方式にスポット

をあて,そ の調査研究の一環 として企業化の

可能 性検討を行なってお り,海 外特に米国に

おけるガス化複合サイクル発電に麗す る技術

開発状況および企業化計麺 を調査するために,

昨年末米盤へ調査団を派遺 した.筆 者はその

調査団の一員 として参加 したので,以 下にそ

の調査結果の概要 を紹介するこ ととする。

なお,出 張期間は,昭 和56=年12月6日(日

曜)か ら岡年12月13日(日 曜〉までの8日 悶

2訪 問先,調 査項目など

訪問先 については.委 貝会(委 員長,森 田

義郎,早 火教 授)で 進行 中の作業 内容 を補足
玉)

充 実 させ るべ く,ベ クテル社,EPR王,サ

ザ ンカ リフ ォルニヤ ・エ ジソン社,テ キサ コ

社(モ ンテベ ロー研 究所,ウ ィル ミン トン製

油所)の5ケ 所 を選 んだ。

裏!調 査 項 目

訪 問 先 代 衷 的 な 調 査 内 答
柑

・ガスfピコンパ イン ド発電方式開発の

意図及びその将来控
・石抽系重質残流油類の発電利用への

可能性
EPRI ・ガスター ピンの醗発 目標箇,目 処な

ど
・将来の電 カ ソー スの主流は何か(米

睡の ケー スで}
・環境対 策,そ の他

・長期 発電計画 におけるガ ス化観合発

電の 位1置づけ
サ ザ ン ・ ・電 力ソー ス としての石崖 と塾質油 と

カル フ ォ ルエ ヤ ・
の比較評価
・デモ ・プラ ントに対する国等の援助

エ ジ ソ ン につ いて
・発電 プラン トへの化学装遣の導 入に

ついて

・プラン トや ガスター ピンの腐 食への

対応策

ベ クテル
・筒圧 ガ ス化プラ ン トの炉材.そ の副

用年 数等
・廃 熱回服 ポ ィラーの熱画収効隼
・酸 化剤について

多目的利用ガス化炉につい ての経流
性等

テキサ コ
・ガス化炉 の負荷変動 追随性につ いて
・丁洲 一Ga5処 理の租度
・石油 コー クス使用の ガス化 の可能性

等について

(注}11ElectncPoworl～ese且rchinsしlt廿te
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珍

)

各所への訪問に先立ち表1に 示 した調査項

目を予め訪問先に送付 し,訪 問の主旨を明確

にし情報の入手が円滑にできるようにした、

また,我 々の研究の進行状況を纏めたレ試

一 トを用意 し,訪 問先ごとの調査の童旨 ・焦

点を明らかにするよう努めた。このような準

鮪と関係各位の懇切なる御支援によって,円

滑に且つ有意義な調査 を行な うことができた。

訪問先および 日程 を表2に 示す。訪問先お

よび調査団々員も少ないため,参 加者全」ミが

同一行動を取ることができた。参加者は,森

田義郎団長(早 大理工学部教投)以 下,7名

と通訳1名 の合計8名 で,石 油精製会社,プ

ラン トメーカーより,重 質油処理、ガス化,

表2訪 問先およびB程

発電プラン ト等の技術の専門家が参加 した.

参力II者名簿は、表3に 承すe

3ガ ス化複含サイクル発竃システム研究の

動向

日

円
脚
n口

戸0

亡U

ワ
`

月

月

日
月

ワ
一
ワ
岬
ウ
臼

1

1

1

12月8日

12月9日

12月 三〇 日

12月12日

12月136

成田発
サ ンフ ランシスコ着

午前 ベ クテル祇

午 後EPRI

{ロ スアンジェル スへ)
サザ ンカリフ ォルニ ャエ ジソン社

テ キサ コ ・モ ンテベ ロー研究所

テ キサ コ ・ウィル ミン トン精柚 所
ロ スア ンジェル ス発

成田芯

表3参 加 者 名 樽

写真1テ キサコウィルミントン製抽所を背景に

{テキサコの応対者と鯛査団)

3,1ベ クテル社

米国におけるガス化複合サ イクル発電の研

究は,197G年 代初期に石油系重質油を対象と

して始まり,現 在研究の主体は石炭へ と移行

している。この石炭への移行は,相 続 く石油

纐狢の暴騰のために石油系重質油を原料とし

た場合の縫済性が悪化 したことと,石 油系重

質油の入手難などの諸事情による。

ベ クテルにおける石炭ガス化複合サイクル

発電の研究の霊体は,メ タノール併産型ガス

化複合サイクル発電プラン トのシステム開発

に移行しており,EG&G社 の依頼によt)、

使 用 石 炭 量lo,eooト ン/日

発 電 容 量40万kW

メタノール生産量2,500ト ン/日

の能力をもつプラン トの設計のための研究が

現在進行中であ り,こ のプロジェクトは,

"NewEnglandEnergyParkProject"と 呼

ばれている。プロセス ・スキー一ムは,図1に

示 したように2通 り考えられてお り,第2ス

キ～ムの方が第1ス キー-thに比べて,約6%

程熱 効率が良いとの計算結果が出ている.

ベ クテルの技術陣に よる石炭ガス化の経済

性評鐡では,最 も経済性の良いものは,合 成

ガスからのケ ミカル ズの合成,次 いで輸送用

燃料(メ タノール等)の 合成,次 ぎが複合サ

イクル発電 となっている。
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第1ス キーム

Coa]

Ash

Sulfur

MedlumBTU

CoalGasifica唾o農

and

G巳sTreatme飢

SNG

∬

画

「

囁
100～ 玉5Gmile8

画

↓

Me由anol

Syn毛h已8is

LOOP

CH30H
Methanol

Storage
～

Pipe

SNG&Mαhanol

Combin¢dCycle

PowerPl呂nt

PipeLine

Electric

Power

(注)排 熱 回収 ボイ ラー か らの2eOHPの 動 力 は,ガ ス化,メ タ ノー ル合 成 プ ラ ン ト

内 部 の動 力 に 利罵,酸 素 プ ラン トもスチ ーム 駆 動 で あ る。

第2ス キ ー一ム

Coal

Ash

Sulfur

M已d重umBTU

CoalGasification,

G呂sTreatment

and

ComblnεdCyde

PowerPlant

Electric

・Power

「

唖

↓

Meとhanol

Syn出e5is

LOOP

CHaO}{

、

Me毛hanol

Storagε

Power

Plant
ll・

⑪ ～15GmU已s

1

Electrlc

Power

{注)ガ ス化と発電プラン トとは.結 合しており排熱回収ボイラー

からの高温スチームは発電に利用される。

図1メ タノール併産石 炭 ガス化複合 サ イクル発電 プ ロセ ス ・ス キー ム

EPRIに お け る石 炭転換 技術開発の メイ

ンは クー ル ・ウォー タ計 画 であ り,そ の研究

は規模 に よって次の ように分類 されてい る。

ガス化炉 のCapacity

Phaseユ 、0～10t/日

Phase2150～400t/日

Phase31000～1500t/日

開 発状 況は,現 在,Phase2の 段 階にあ 身〕,

Phase3は,ク ー ル ・ウt一 タ地区に建設予

定 のパ イロ ッ トプ ラン トが,こ れに相 当す る。

将来の ガス化 複合サ イ クル発電 プラン トに

ついては,ベ クテル瞬様 メ タノール併産型 を

考 えてお り,テ キサ コ社に依頼 して プラン ト

コス トの算 出 も行 な って いる。 その試算結果

は,次 のよ うであ る、

1979年1980年 イ1こ半 喜ま'

建 設 コス ト$101e/KW$1080/KW

ガ ス化複合サ イ クル発電 プ ラン トは,ベ ース

ロー ド用 で,併 産 され るメタノー ルが ピー ク

ロー ド対 応に用 い ちれ る予 定 である。
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診

』

使用す るガス化炉 としては,テ キサ コ社の ガ

ス化炉が考え られてお り,ク ール ・ウォータ計

画 につ いて も同 じであ る。図2に,ク ー ル ・

ウ ォー一タ計画 の ブロ ック ・フロー を示 す。

1,00〔〕t/1≡ヨ

石 炭(乾)

酸 素

フ7ン ト

廃熱回収

ボイラー

㈱ 数)

粉 塵

スクラバー・

と沈降

飽和 スチーム
』 一 一「

クラウス

プラン ト

S

ス
2
・

H

カ

ガ

バ ツフ ァー

O一 糞 色 墾 磐 杢 ⊥___一 一一H-_一 一一一+一一ll-一一一M-

65空 気

MW

⑧
ガスタービン

発 電 機

スチームタービン

発 電 機(注)ボ イラー供給水熱交は図承せず

図2EdisonCoolWaterプ ロ ジェ ク トのブ ロ ック ・フn一

石 炭利用発電 システムは,環 境 規制の面か

ら,ガ ス化 発電が主体 とな る と考 え られてお3、3サ ザ ンカ リフ ォルニヤ ・エジソ ン社

り・ ガス化複合サ イ クル発電 システムは,最 サザ ンカ リフ ォルニ ア ・エ ジソン社(以 下

も有望視 されて いる発 電 システムであ る。S,C.E.握 と呼ぶ)の1950年 か ら2000年 ま で
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のエ ネル ギー源騎 の供給実績 お よび供給見通

しは,図3に 示 した とお りである。

その内の,Renewable/Alternateに つ い

ては,1981～1990年 の 問に210万KWを 開 発

す るこ とに なってい る.そ の 内訳は,次 の通

りであ る.

Renewable/AlterRate総 景210万KW

水 力60万KW

小 水 力(1MW級)ユ4万KW

排 熱 回収50万KW

風 力14万KW

地 熱37.5万KW

太 陽29万KW

燃 料 電 池15.5万KW

また,原 子 力 と購 入電 力{Purchase)に つ

いては,次 の よ うに計画 され ている。

原子 力234万KW

購 入電 力142万KW

S.C.E,社 は,EPRIの クール ・ウt一

タ計画 こ参糠 してお り,こ のプ ロジェ ク トの

パ イロッ トプ ラン トは,同 社 の発電所 に隣接

して作 られ る。パ イ ロッ トプラン トの概要は

次の通 リであ る。

プ ラン ト用 地14;.一 一カー(約5.7万mつ

水

石 炭

灰す て地IOOt.・ 一カー{約40,5万mり

プ ラン ト概要

ガス化圧 力42kg/cni

ガ ス ター ピン入 口圧21kg/cmi

使 用 石炭量1000t/日

酸 性ガス処理 セ レ クゾー ル法

(脱 硫率97%>

SO2排 出量35ポ ン ド/時

(=6Nmソ 封寺〉

パ イロ ッ トプ ラン トでの発電容量 は,

発 電端125MW

(内訳)ス チームタービン

ガスタービン

所内使用電力25MW

(内訳)酸 素プラン ト

その他

送電端1OOMW

55MW

70MW

20MW

5MW

この計画には我国からも電力中央研究所を

はじめ数被参加 しているが,資 金難のために

当初の予定より2年 半遅れてお り,19艇 年6

月頃運開 となる見込みである。

この舞画の総資金額は,当初294Mド ルを見込

んでいたが,計 遜の遅れのために,実 際にはこ

の額をかなり上廼るものと考えられている。

02晦 温商圧スチーム

粉 砕

Cagetype

第一段 はハ ンマ ー ミル

第二段 は ケー ジ ミル

パイロット プラント慨要

ガ ス化圧 力

ガ ス化 温度

スラll一 粘度

図4

30～80気 庄

120G～E300℃

3GO-499cp5(プ ラ ンジ ャー ポ ンプ 懐 用)

パ イ ロ ッ トプ ラ ン トの 流 れ 図
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レ

石炭1水 スラリー

ガス化部

糎射型
寵黙回収
ボイラー部

謝圧器

水管壁
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図5テ キサコ法石炭ガス叱炉型式(廃然回収ボイラー型}
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図6テ キサコ法石炭ガス化に硬用される炭種
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3.4テ キ サ コ ・モ ンテベ ロー研 究所

現 鹿モ ンテベ ロー研究所 の メイン研 究テー

マ は,石 炭の ガス化で あ る。重質油 のガ ス化

に よるSNG製 造 は,1946=年 頃 か ら始 め られ

た。研究所内 には,現 在2基 の ガ ス化装罷が

あ り,新 たに3基 目が建造 中であった。

第1期 ガ ス化炉3G気 圧{ガ ス化圧 力)

第2期 ガ ス化炉80気 圧(")

第3期 ガ ス化炉80気 圧(ll)

パdロ ッ トプ ラ ン トの フロー を、図4に 示

す。現 在これ らのパ イロ ッ トプ ラン トを用い

て,EPRIか ら依頼 の ガス化炉の 負荷変動

追睡1生等の研究 を行 なoて いるe

石 炭水 スラ リー の石炭粒 子は,40メ ッ シュ

で、石 炭濃度60～65%の 高 濃度 スラlj一 で あ

る、

第3期 のパ イロッ トプラ ン トの規瑛 は,40

トン/日,建 設費 は,約18億 円 との ことであ

った。図5に は,テ キサ コ石炭 ガ ス化矩 を園

6に は,こ の ガス化 炉に適罵可能 な炭種 を示

した。

3.5テ キサ コ ・ウ ィル ミン トン製 油所

ウ ィル ミン トン製汕所 では,重 質融 をガス

化 して水素 を製造 してお り,プ ラン トの窺模

は,3000BBL/日,水 素 と一酸化炭 紮 で,

4800万SCF/日 で あ る。 シフ トコンバー…+Fタ

ーのCO松 換 率は ,ge-96%で 純 度99,59/oの

水 素が得 られて い る。 この プラ ン トは,1967

年 に 完 成 された もので ある。 姻7に,プ ロセ

スの概略 図 を示 した。

4お わ りに

今回の調査期聞中は,天 候に恵まれ、かつ

訪ri月先がすべてカ リフォルニヤ州内であった

ため臭冬とは思えないような暖いヨが続 き,

調査の方も頗調に遂行することができた。

おわりに今圓の調査についてお世話になっ

た丸紅㈱および日本電気事業研究国際協力機

構の方々に感謝の惹を表 したい。(か たや ま

ゆ くお 常勤嘱託〉
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診

研究所の うごき
(昭 相57年1月1日 ～3月31日 〉

◇ 新 役 員 の 選 任

任 期満 了 に と もな う新 役 員 の選 任 が,第11圓 理 事

会で 行 な われ,下 記の よ うに 役貝 を選 任 した 。

(f.E」切:U昭{…1157年4月1目 ～ 同59年3月31日}

新 役 員(ア イウ エ オ瀬}

雛 拶 篇二ll罫
Fj

''

''

''

,,

'∬

''

,,

''

''

,'

,,

''

副
坦

邸 秋 蜘 寸 東京火学工督;部教授

旧本エ ネル ギー繕 済研究所理生 田 豊 朗
・1張兼所長

大 垣 忠 雄 電気ノ算業崖合・会副会長

日本原燃サー ビス珠式会杜正 親 見 一一
会 長

大'晶 恵 一 束 京火学名誉 教授

H本 鉄鯉達 盟副会長雑専務與 村 虎 雄

理 自1;

植 木 義 一 京 都大学 名誉教授

関 根 泰 次 束京大学工学 部教授

朝 永 良 夫 日本鹿 業技 衛振興 協会副会長

中 村 俊 夫 日本 霜動 卓工 業会 専務理事

平lll誠 ・一 來京大学工学 部教授

古 澤 長 衛 石 油連 盟t9【ヨ会長兼 導務理111

堀 一 郎]1〔 京電 力株 式会社邑刊社疑

簗 瀬 文 雄 日本電 機ヱ 業会奪務増1串

事 餓 田 孝 三 関 顯電 力嫁式祉、享務取締投

田 島 敏 弘 睡本興 黒銀行副頭取

◇ 理 寧 会 關 催

第IC回 理 事会

目 時=2月1G日(水)圭1:30～12=OO

摺}所:些 研 究所」第1会 議 室

議 題=

〔玉)昭 和56年 度 運 営 費f昌=入限 度 額 の増 額 に つ いて

第11回 理 事 会

日 時:3月30日{火}12:GO～13=30

場 所1経 団 連会 館9階9Dl号 室

議 題=

{1)昭 租57年 度 事業 討 画 お よ び収 支 予 鱒二に つ い て

t2}昭 和57年 度 運 営YV#k入 に つ い て

㈲ 理 事 お よび監 事 の選 任に つ い て

ω その 他

◇ 企 画 委 員 会 開 催

第19回 企 画 委 員 会

目 時:2月24日(水)三4:00・-16:GG

場 萌=当 研 究 帳 第2会 議 室

議 題=

(1)昭 榔7年 慶エ ネルギー一一関 連 予 算の概要 について

(2}日 ソ原子 炉 低 澁 熱利 用 セ ミナ ー一・(1982年1月)

参 加 報告

◇ 主 なで きごと

1月n日{月}「 核熱産梁租用実用化方策の検討J

第2園 委員会開催

2e日(水)「 アスファル トガス化コンバィン

ド発電に関するフィージビリティ調

査」第5圓 委員会開催

25日(月)「 廃炉技徳基準等確立調査」

第2回 委貝会瀾催

27日(水)「 昭稲56年 度国内バイオマス資源

によるアルコール生産利用」に関す

る第2回 委員会開催

2月4日(木)第21翻 「猿子カプラント運転の信

頼性に関する研究会」

9日{火)「 燃料電池エネルギーシステム」

第3圓 委員会開催

10日(水)第10回 理 事会開催

「申小型軽水炉構想設計 ・経済性検

討」第2回 委貝会開1嵌

15E(月)「 核熱の産業利用実用化方策の検

討」第3回 委貴会1昇1催

16日{火}通 産省資源エネルギー庁による

「業務及び財産の状況」の監査

17日(水)「 廃炉設嫡確証試駿検討」第1回

委異会開催

24日{水)f発 電用新型炉利用システム開発

講査」第2回 委員会開催

3月9日(火}「 燃轡電池エネルギーシステム」

第4回 委員会開催

12目(金)「 廃炉技術恭準等確立調査」

第3回 ・委員会僻jf崔

1「o日{月1「 ソフiエ ネルギー等謂査」

委員会開i{1三

16日(火)「 中小型軽水炉構想設計 ・経済性

検討」第3回 委員会開催

24日(水 〉 「発電用新型炉梅用システム講査」

第3回 委員会開催

3G日(火)第H回 理事会1}雛ii
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〉 人嘉異動

03月31日 付

主管研究貴

総務諜(課長待遇)

田中 敏雄 退職(出 向解除)

水野甲子男 退職

〉・そ の 他

外醐 出 張

)武 田康 専務 理 事 は,「 日ソ原子 力協 力"原 子 炉

低 温 熱 利用 セ ミナ ー一"出 庸 」 の ため,1月16日 ～

1月30日 の闘,ソ 連へ 出張 したe

l}高 倉毅 主 任研 究 員 はTfメ タノー ル 閲辿 資源 供

紛 可 能 量調 査 に 係 る現地 調 査 」 の ため,1月3G目

～2月17日 の間 ,米 国へ 出張 した。

1)菅 野_郎 主 任 研 究 員は,f燃 料 溺 メ タノー ル の

海 外 事憐 調 査 」 の た め,1月31日 一一2月20日 の 問,

イ ン 封ネ シ ア,二.ユ ー ジー ラ ン ド,オ ー ス トラ リ

ア 及 び南 ア フ リカ共 租 国に 出 張 した。

1)飯 沼孝正 プ ロ ジ ェ ク ト試 験 研究 部 長 は,「 メ タ

ノー ル関 連 資源 供 給 可能 蟄 調 査 に係 る競 地 調査 」

の ため,2月14日 ～3月4日 の 問,西 独,オ ラ ン

ダ,英 国 及 び カナ ダ に 出張 した。

◎

◎
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